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研究成果の概要（和文）：日本の長期停滞と高い生活満足度の間のギャップに対し、本研究は1986年の前川リポ
ートの構造改革案と1990年代のコメのミニマム・アクセス（最低輸入機会）と関税の導入に焦点をあて、これら
が日本経済にどう影響を及ぼしたのか、応用一般均衡モデルを用いて定量的な分析を行った。その結果、コメの
貿易政策が大きく転換した時期に、日本の生産部門の生産技術と消費部門の選好が大きく変化し、特にコメを含
む農業市場の構造変化によって社会厚生が改善したことが明らかとなった。この結果は、生活の質の向上を目標
に日本の農業に対する規制緩和を提言した前川リポートの改革案がコメの貿易自由化を通じて実現されたことを
示している。

研究成果の概要（英文）：For the gap between Japan's long-term economic stagnation and high life 
satisfaction, this study focuses on the structural reform proposals of the Maekawa Report in 1986 
and the following rice trade liberalization policies in the 1990s. Using a Computable General 
Equilibrium Model and the Input-Output Data of Japan in 1985, 2005, and 2015, we analyzed the 
effects of increased rice imports on the equilibrium and social welfare. The results show that 
productivity in the production and preferences in the consumption in Japan changed significantly 
during the Maekawa Report's economic reform period, and in particular, that changes in rice and 
other agricultural sectors improved social welfare. These results demonstrate that the Maekawa 
Report's proposals, which set the goal of improving the quality of life and recommended deregulation
 of Japanese agriculture to achieve this goal, were realized through rice trade liberalization.

研究分野：国際経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
反グローバリズム・反自由貿易の嵐が吹き荒れる現代社会において、経済学的視点に立つと、第二次世界大戦後
の世界が築いてきた自由主義的経済体制の重要性を再確認することが大切である。そのような視点にたつと、日
本が1980年代後半から続けてきた経済の国際化の効果を検討することが極めて重要である。本研究は、国際化が
困難と考えられてきた日本のコメ市場で、1980年代後半から2000年代前半に、貿易自由化策が進められたこと
で、日本の市場の質が大きく改善したことを明らかにした。この結果は、国際化に向けた日本の経済政策が有効
であると共に、昨今のコメの供給不足や価格高騰の背後に構造的な問題があることを示している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 日本の農業は、食料自給率の向上や食料安全保障の観点から、政府によって保護され
るべきであるとして、農業の自由化を否定する考え方がある[1]。一方で、1986 年に発表された
前川リポートでは、日本の農業の市場開放と輸入拡大が提言された[2]。1980 年代は、日本だけ
でなく、アメリカやイギリスにおいても、旧来の規制を取り除いて市場の自由化が進んだターニ
ングポイントであり、アメリカやイギリスではインフレーションや高失業率といった自らが抱
える経済問題に対処するために経済改革を実行してきた。一方、日本は、当時、急速に拡大して
いた貿易不均衡の問題に取り組むため、諸外国からの要求に応じるように、その主因と考えられ
た国内市場の閉鎖性に係る経済改革を実行した。前川リポートは、こうした背景の中で登場した
が、当時の規制緩和策が現在に至るまで高く評価されてきたアメリカやイギリスとは異なり、経
済停滞が 30 年以上続いた日本では、1980 年代の経済改革が殆ど評価されずにいる。しかし、経
済停滞期にもかかわらず日本の食の満足度が長期的に高かった事実を踏まえると、日本の農業
改革の意義は大きかったと推察される[3]。こうした背景の下、本研究は、前川リポートから始
まった農業改革が日本経済にどう寄与してきたのかを明らかにすることで、日本の経済改革の
再評価を試みている。 
 
２．研究の目的 

日本では 30 年以上の長期経済停滞が続いているが、その間、日本の社会・政治システ
ムは長期的に安定し、国民の生活満足度は高水準を維持している。本研究は、日本の長期経済停
滞と日本人の高い生活満足度との間のギャップに対して、前川リポートによる農業の改革に注
目し、この改革が日本経済に及ぼす影響を明らかにしている。1986 年に当時の中曽根内閣の依
頼の下、前川春雄元日本銀行総裁を中心にまとめられた同リポートでは、日本経済に必要なさま
ざまな改革案が提示された。特に、農業については、輸入拡大・内外価格差の縮小・市場アクセ
スの改善等が提言されており、それらの提言を踏まえて、1990 年代に、日本政府がコメの輸入
に対してミニマム・アクセス・ルールと関税政策を導入したことで、コメの輸入量は拡大した。
近年、前川リポートは忘れられつつあるが、我々は、前川リポートこそが日本の農業改革を主導
して大きな成果を上げ、経済停滞期における日本人の高い食への満足度を説明するものである、
との仮説を立て、コメの貿易自由化が日本経済に与えた影響を定量的に分析している。 
 

３．研究の方法 

前川リポートに端を発する農業改革が日本の経済構造にどのような与えた影響を及ぼ
したのか定量化するため、我々は日本のコメの貿易自由化政策に注目し、原材料・加工・流通の
三段階の生産流通プロセスを含む一般均衡モデルと農業改革前後の産業連関表データを用いて、
応用一般均衡（Computable General Equilibrium, CGE）分析を行った。この分析では、日本の
市場構造を決定するモデルのパラメター値をカリブレートしている。 

モデルでは、コメ・その他の農業生産物・工業製品・サービスの４財と労働・資本の 2
生産要素を想定し、労働と資本から原材料を、原材料と４財の中間投入と労働・資本から加工品
を、国内で生産された加工品と輸入財と労働・資本から最終財を、それぞれ生産する三段階の生
産流通プロセスを導入した。次に、前川リポートで提言されたコメの自由化の影響を捉えるため、
5 年毎に公表される産業連関データについて、前川リポートの公表前年の 1985 年、日本の輸入
米に対してミニマム・アクセス・ルールと関税が導入された後の 2005 年、新型コロナウィルス
感染拡大期の影響を含まない最新期である 2015 年、の 3 時点のデータを用いて、社会会計表
（Social Accounting Matrix, SAM）と呼ばれるデータベースを作成した。さらに、SAM を用い
て、モデルの構造を決めるパラメターをカリブレートし、日本のコメに対する構造改革の日本経
済への影響を分析している。本研究では、既存研究には無い新しい手法として、三段階の生産・
流通プロセスを含むモデルとそのモデルに沿う社会会計表を作成したことで、各産業のどのプ
ロセスで経済改革が進んだのかを明らかにしている。 
 

４．研究成果 

本研究の主要な知見は、前川リポートの経済改革の前後で、すべての生産部門の生産
技術と消費部門の選好が変化し、特にコメの生産部門で最も大きな構造変化が起きていたと明
らかにしたことである。以下が主要な分析結果である。 
（１）生産・流通プロセスの中流（加工セクター）では、コブ・ダグラス型生産関数のパラメタ
ーで示される全要素生産性（TFP）が、コメとその他の農業部門ではすべての期間で 4.5 を超え
て高く、工業とサービス部門ではすべての期間で 4を下回っている。加工セクターでは、経済改
革期のコメは他に比べて TFP の伸びも大きく、1985 年から 2005 年に 6.85％以上伸びた後、2015
年までに 1.56％下がっている。生産の上流（原材料セクター）や下流（流通セクター）では、他
の財に比べてコメの TFP は最も低いが、経済改革期の伸びは大きく、生産の上流で 12％、下流
で 8.5％伸びている。さらに、生産の上流では、コブ・ダグラス型生産関数のパラメターを用い



て示される技術の資本集約度係数がコメ・その他の農業・製造業・サービスの順に高い。これら
の結果は，経済改革が日本の農業、とりわけコメの生産において実現されたことを示している。
一方、本研究の結果は、前川リポートで提示されたサービス部門の改革が 1985 年から 2015 年に
至るまで進まなかったことを示しているが、これは、日本経済が 1990 年代初頭の金融バブルの
崩壊に対応できなかった事実を反映している。 
（２）経済改革期の 1985 年から 2005 年には、上流セクターの資本-労働投入比率がコメ部門で
82.9から21.5まで大きく下がり、その他の農業や工業・サービス部門ではわずかに増えている。
これは、経済改革を通じてコメ農家における過剰資本問題が緩和されたことを示唆している。戦
後の日本は、農業セクターから非農業セクターへの労働移動が進まず、労働集約的技術の使用に
苦しんできたことが知られている[4]。その対処法として、1970 年代から 1980 年代にかけて、
農業に対する保護政策が行われると共に、農業の近代化が提唱されるようになり、特にコメでは
資本集約的技術が採用され、コメ農家の兼業化が進んだ。しかし、農業保護は農業への過剰資本
投入を深刻化させることも指摘されている[5]。コメ農家への資本投入が 1980 年代後半以降に
減少したことを明らかにした本研究の結果は、コメの自由化が実現されたことで過剰資本問題
が緩やかに解消されてきたことを明らかにしている。 
（３）生産部門の変化に加えて、経済改革期の消費部門の変化では、コブ・ダグラス型効用関数
のパラメターで示される各財への選好がコメを含む農業生産物で 0.033 から 0.016 と半減し、
サービスで 0.48 から 0.63 へと大きく増えており、家計のエンゲル係数の低下とサービス志向
の上昇がみられる。また、経済改革前には、コメとその他農業生産物の選好はそれぞれ 0.014, 
0.019 と同程度であったのに対し、経済改革後には、その他農業生産物への選好が 0.011 とコメ
の 0.004 の約 2.75 倍に増え、その後もほぼ同様であった。これらの結果は、エンゲル係数が下
がる中で、日本の家計がコメ以外の農業生産物をより好むようになり、多様な食を実現してきた
ことを示唆している。日本の経済改革による農業生産物の多様化の影響について理論と実証で
明らかにすることは、今後の課題である。 
（４）本研究では、三段階の生産・流通プロセスを構造化した社会会計表を作成する際に、カリ
ブレーションに必要なモデルのパラメターと変数の一部について、データと理論を用いて導出
している。例えば、上流・中流・下流の各セクターに投入される労働と資本の値は、missing 
variables として、データの按分と理論から導出したが、すべての期で、上流（原材料セクター）
のコメ生産にかかる労働投入金額が負となった。この結果は、完全競争市場を仮定すると、コメ
の原材料セクターにおける労働の限界生産性が他より低く、実際のコメ市場では市場の歪みが
生じていることを示唆している。コメ生産における市場の歪みが経済改革の時期にどう変化し
たかを明らかにすることが今後の課題である。 

本研究の結果は，国民生活の質の向上を目標に、そのための施策として、内需拡大・自
由貿易体制の維持と強化・市場原理を通じた輸出入や産業構造の転換を挙げた前川リポートの
内容と重なる。本研究では、1990 年代のコメに対する貿易自由化を通じて，日本の経済構造が
変化し，主に日本の農業市場の質が改善したことで前川リポートの目指した目標が実現された
ことを示している。 

1980 年代の中曽根政権では、行政改革と国際協調型経済構造の改革が最重要課題とさ
れた。そのうち、前者の行政改革については、その後も規制緩和による構造改革として採り上げ
られ、長期経済停滞期においても何度も実行されている。一方、後者の国際社会と調和のとれた
経済構造の変革は，前川リポートの後、その後の政権でとりあげられることは殆ど無く、学術的
にも注目されてこなかった。本研究は、日本のコメに対する貿易自由化政策を前川リポートで示
された経済改革の枠組みでとらえることによって、長期停滞以前の日本の経済構造の改革に対
する定量的評価を行うと共に、経済の構造を変え、市場の質を高める手段としての今後の経済政
策の有効性と可能性を示すものである。本研究は、近日中に、ディスカッションペーパーとして
公表した上で、学術論文への投稿を目指している。 
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